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本日お話しすること

①なぜ介護保険料を問題にするか

②全国の第８期介護保険料の状況

③介護保険財政と介護給付費準備
基金、一般財源繰入について

④地域運動を進めるにあたって
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①
なぜ

介護保険料を
問題にするか
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全世代型社会保障改革
全世代型社会保障改革の当面のターゲットは高齢者

〇「生涯現役社会」＝「死ぬまで働く」

・健康寿命延伸・介護予防の強制

７０歳までの就労機会の確保、予防に重点を

置いた医療・介護の改革・・・

・働き続けることを前提とした年金の見直し

受給開始年齢の選択肢の拡大 ７０歳⇒７５歳

〇負担増、給付削減

後期高齢者医療患者負担 ２割化
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新型コロナ危機と保健・医療・介護
感染しても医療が受けられない＝「医療崩壊」

米３３００万人、仏５８８万人、英４４５万人、独３６１万人

日本 ６７万人 ⇒ なぜ「医療崩壊」が起きるのか？

①医療提供体制（社会保障改革で削減続行中）

２０１４年地域医療構想

2009年 2018年

病院数 ８７３９施設 ⇒ ８３７２施設（▲３６７）

病床数 １５９．５万床 ⇒ １５４万床（▲５．５万床）

②保健・公衆衛生体制

１９９４年地域保健法 保健所数 ８５２⇒４７２

1998年旧「伝染病」指定病床 9060床

1999年「伝染予防法」⇒「感染症法」

2020年 感染症指定病床 1859床 （▲7210床） 6
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コロナ危機で顕在化した
介護保険の問題点

①感染リスクと隣り合わせ

不安と緊張の介護現場

介護施設でのクラスター発生

②加速する事業所の経営難

③深刻化する人手不足

④介護予防「つどいの場」の閉
鎖・休止
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2021年、介護保険の現実
「介護」の4文字熟語

介護心中・介護殺人⇒年間５０～70件

介護退職⇒年間９万～14万人
介護難民⇒特養ホーム待機者29万人

介護崩壊⇒介護職員有効求人倍率4.31
倍、ヘルパー15倍

介護保険料は年金暮らし高齢者の負担
の限界へ

介護保険制度は「危機的」状態



今後10年人材不足で 介護保険

「維持困難」9割 読売新聞2020年3月23日

主要自治体の首長の約9割が、今後10年、現行のまま制度を維

持するのが難しいと認識していることが、読売新聞のアンケート調
査でわかった。6割超は、高齢者人口がほぼピークとなる2040年

に、必要なサービスを受けられない介護難民が出るとの懸念を持
っていた。

調査は1～2月、都道府県庁所在地、政令市、中核市、東京特
別区の106自治体を対象に実施。102自治体から回答を得た。今
後10年で制度維持が困難になるとした自治体にその理由（複数回
答）を訪ねたところ、「人材や事業者の不足」（74％）が最多で、「保
険料の負担に住民が耐えられない」（64％）が続いた。

6割超の自治体は、40年に介護難民が出る可能性があると答え
、「人材不足でサービス量が確保できない」（57％）、「高齢者の増
加に、サービスの供給が追いつかない」（52％）などだった。 10



超人手不足の介護人材 有効求人倍率 4.31倍



高齢化し、次世代がいなくなるヘルパー
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深刻な介護人材不足
－低報酬による低賃金構造

全産業平均36.6万円－介護職員27.4万円
＝9.2万円 （年110万円）も低い！

平成29年度賃金構造基本統計調査 対象は一般労働者（短時間労働者は含まない）

×12月＝440万円

×12月＝329万円



介護保険 ２０１４年改定～現在

２０１４年まで

要支援
１、２

在宅サービスは保険給
付で利用できる

要介護
１，２

特養ホーム入所対象

利用者
負担

所得に関係なく１割負
担

施 設 の
部 屋
代 ・ 食
事代

非課税世帯であれば補
助（補足給付）あり

2015年～現在
ヘルパー・デイサービ
スが市町村事業に

特養ホーム原則入所対
象外

一定以上の所得者は２
割、現役並みは所得者
３割負担
配偶者非課税
預貯金（単身1000万
円）



狙われた介護保険「４つの改悪」

①ケアプラン有料化

②２割・３割負担の対象拡大

③要介護１．２の総合事業移行

④財政インセンティブ強化で「自
立支援」競争

⇒現時点でどうなったか？
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２０２５年、２０４０年めざした介護保険の縮小・再編



社会保障税一体改革から
「全世代型社会保障改革」へ

医療から介護へ、施設から地域へ、川上から川下へ

〇病床再編・縮小

〇介護の重点化（中重度者へのシフト）

〇軽度者（要支援者から要介護１．２）の保険給付外し
、市町村事業化による自助・互助への置き換え

〇利用者負担増 定率負担１割→２割化、施設等の部
屋代・食事代補助縮小、ケアプラン有料化等
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新型コロナ危機があぶりだした介護現場の脆弱性
２０年間に及ぶ低報酬政策 人材危機、現場の疲弊、コロナ危
機による現場崩壊、撤退・閉鎖
→包括支援金・「慰労金」（職員5万円、感染対応職員20万円）



〝自助、共助、公助〟そして〝絆〟
自助・互助・共助・公助

共助 制度化された互助

介護保険は？ 共助

介護保険2000年～ ２１年目
①負担増、給付抑制で利用できない

②２０２５年 全国３３万人の介護職員不足

③高齢者の負担の限界を超えた保険料
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介護保険料の特徴
①６５歳以上の「全員」から徴収（年金天引き）

②市町村ごとに介護サービス量・高齢者数で
決まる

③３年に１回改定される（介護保険事業計画、
介護保険条例改正）
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地方分権の
試金石
（厚生白書 平成１２年版）

住民運動
の試金石



介護保険事業計画で決めること
老人福祉計画と介護保険事業計画と一体で作成、３年を一期とする計画

〇区域（日常生活圏域）の設定

〇各年度における種類ごとの介護サービス量の見込み（
区域毎）、各年度における必要定員総数（区域毎）、 各年
度における地域支援事業の量の見込み

〇介護予防・重度化防止等の取組内容及び目標

〇その他の事項
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→保険料の設定（介護保険条例の改正）
介護保険特別会計予算



介護保険制度と市町村
「地方分権の試金石」

「住民のニーズに応え、地域の間で切
磋琢磨することで、介護サービスの基
盤が充実していくことが期待される。
制度をどのように運営し、また魅力あ
るものにしていくか、市町村の取り組
みが注目されるところであり、まさに
地方分権の試金石と言えよう」

21（「厚生白書」平成１２年版）
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②
全国の

第８期介護保険料
の状況



介護保険料、初の月6千円超
全国平均の上昇続く 2021/05/15 朝日新聞

65歳以上が支払う介護保険料の基
準額（2021～23年度）は、全国平均
が月額6014円と初めて6千円を超え
た。4月に3年ぶりに見直され、前回
見直しから145円（2.5%）上昇した。厚
生労働省が14日発表した。少子高齢

化が進み、保険料の上昇による負担
増は今後も続く見通しだ。
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第7期
（2018～20年度）

５，８６９円

24

第８期
（2021～23年度）

６，０１４円
（＋２．５％）



全国平均基準額

第1期（２０００～０２年） 2,911円

第２期（２００３～０５年） 3,293円

第３期（２００６～０８年） 4,090円

第４期（２００９～１１年） 4,160円

第５期（２０１２～１４年） 4,972円

第6期（２０１５～１７年） 5,514円

第7期（２０１８～２０年） 5,869円

第８期（２０２１～２３年） 6,014円

介護保険料当初の２．１倍！
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高額保険料市町村

1位 東京都青ヶ島村 9,800円

2位 秋田県五城目町 8,300円

3位 福島県 葛尾村 8,200円

4位 岩手県 西和賀町 8,100円

5位 大阪府 大阪市 8,094円
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「市」で唯一
トップ１０に入った
大阪市



東京都青ヶ島村（９８００円）

伊豆諸島南部にある島の人口は１６８人で、１号被保険
者は３７人。保険料は、前期から１２００円上がった。在宅
サービスの利用がなく、年間の総給付費約２０００万円の
全てが施設サービス費となっている。

人口が少なく高齢化率が２０％程度のため、国の財政調

整交付金が手当てされず、その分を１号被保険者で負担
しているため高額になった。保険料上昇を抑えようと、一
般介護予防での転倒予防教室、言語聴覚士による嚥下体
操などに取り組んでいる。 30

第７期

8700円

第８期

９８００円
（＋１３．９％）

要介護認定率 １３．９％



大阪市（８０９４円）

前期の保険料は７９２７円で、今期は２.１％アップ。「

第８期計画段階で基金が９０億円程度になり、これを充
てて保険料の抑制を図った」と担当者。計画値に対する
介護給付費実績の割合は１８年度は９７.８％（２４０１億
円）、１９年度は９６.８％（２５０４億円）だった。

大阪市は政令市の中でも高齢化が進み、独居者も多
い。認定率は２０年３月末時点で２５.３％（府２１.７％、
全国１８.５％）と高い。

在宅サービス受給者１人当たりの給付費は１１万３００
０円（全国９万９０００円）で、高齢者１人当たり給付費も
２万８０００円（全国２万１４００円）と高い。
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北海道夕張市（７８７５円）

高齢化率５１.２％、認定率２８.３％はいずれも

道内最高。保険料は前期より１６００円余り引き
上げたが、最大の要因は１号被保険者数の急
激な減少。

現在４０００人余いる高齢者は、２０３０年には
３０００人を割り込むと推計されている。高齢者
のみ世帯や独居者も多く、受給者１人あたりの
給付費は月２万９０００円（２０年度平均）と高い
。
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低額保険料市町村

1位 北海道 音威子府村 3,300円

群馬県 草津町 3,300円

3位 東京都小笠原村 3,374円

4位 宮城県 大河原町 3,800円

埼玉県 鳩山町 3,800円

6位 千葉県 酒々井町 3,900円
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大阪府千早赤阪村
が4,390円で14位



北海道音威子府村（３３００円）
道北部にある村の人口は、２１年１月時点で６９９人と道内最

少。高齢化率は３１.２％、認定率は８.２％。要介護者のうち在

宅サービス利用者は１２人で、村社協の訪問介護と通所介護
のほか、周辺自治体のサービスも利用する。村内には施設が
なく、６人が近隣自治体の施設に入所する。

１９年に村営で介護保険外の入居施設を整備した。食事など
生活面で心配のある高齢者が入居し、在宅サービスを受けて
いる。

介護保険料は、前期に引き続き、介護給付費準備基金を切り
崩し抑制を図ったが、団塊の世代の村外への転出が進んでお
り、将来の１号被保険者の減少を勘案し、今回は３００円の値
上げに踏み切った。
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各都道府県別加重平均基準月額高い順）

１
大阪府
沖縄県

6,826 

３ 青森県 6,672 

４ 和歌山県 6,541 
５ 秋田県 6,487 
６ 徳島県 6,477 

36

７ 愛媛県 6,409
20 三重県 6,174 

28 神奈川県 6,028 

47 千葉県 5,385

全国平均 6,014 



37

③
介護保険財政と

介護給付費準備基金
一般財源繰入
について



介護保険制度の財源構造

国５０％ 都道府県

２５％

市町村

２５％

介護保険以前の高齢者福祉制度（２０００年３月まで）公費１００％

介護保険制度（第８期）
保険料５０％ 公費５０％

65歳～

２３％

40歳～64歳

2７％

国２５％
国庫負担金

２０％

調整交付金

５％

都道
府県

12.5

％

市町
村

12.5

％



介護費用の約2割を全高齢者で負担

６５歳以上（第１号被保険者）の介護保険料の決め方（
イメージ）

介護サービスの総額×２３％
６５歳以上の人口（第１号被保険者数）

数値は３年平均で算出し３年ごとに見直す

第１期１７％ ⇒第５期 ２１％ ⇒第6期 ２２％

→第８期 ２３％



国基準の第１号保険料の所得段階

40

所得段階 対象者 保険料率

第１段階 生活保護被保護者、世帯全員が市町村民
税非課税の老齢福祉年金受給者、世帯全
員が市町村民税非課税かつ本人年金収
入等80万円以下

基準額×０．５０
※公費軽減後は０．３０

第２段階 世帯全員が市町村民税非課税かつ本人
年金収入等80万円超120万円以下

基準額×０．７５
※公費軽減後は０．５０

第３段階 世帯全員が市町村民税非課税かつ本人
年金収入等120万円超

基準額×０．７５
※公費軽減後は０．７０

第４段階 本人が市町村民税非課税（世帯に課税者
がいる）かつ本人年金収入等80万円以下

基準額×０．９０

第５段階 本人が市町村民税非課税（世帯に課税者
がいる）かつ本人年金収入等80万円超

基準額×１．００

第６段階 市町村民税課税かつ合計所得金額120万
円未満

基準額×１．２０

第７段階 市町村民税課税かつ合計所得金額120万
円以上200万円未満

基準額×１．３０

第８段階 市町村民税課税かつ合計所得金額200万
円以上300万円未満

基準額×１．５０

第９段階 市町村民税課税かつ合計所得金額300万
円以上

基準額×１．７０



厚生労働省老健局説明資料



厚生労働省老健局説明資料



調整交付金増減分は
65歳以上の保険料で調整

40歳～64

歳

２７％

65歳以上

２３％

調整
交付
金

５％

国庫負
担金

２０％

県

12.5

％

市町
村

12.5

％

40歳～64

歳

２７％

65歳以上

２６．７３％

国庫負
担金

２０％

県

12.5

％

市町
村

12.5

％

Ｈ市

標準モデル 第８期

調整交付金１．２７％



介護保険特別会計の歳入
（居宅サービス）

①介護保険料（６５歳以上） ２３％

②国庫支出金 ２０＋５％

③支払基金交付金（４０歳以上６４歳の保険料）

２７％

④都道府県負担金 １２．５％

⑤一般会計繰入金 １２．５％

基金繰入金

②③④⑤は、すべて年度ごとに精算し
繰り越さない



中期財政運営（３年ごと）
余った介護保険料は翌年以降の給付費へ

黒字（保険料の余り）

赤字（介護保険料不足）

１年目黒字 ２年目トントン ３年目赤字

これが介護給
付費準備基金



貯金も借金も調整は介護保険料で

保険料が余れば次の３年間に回
す

介護給付費準備基金

足らなければ借金し、返済は次の
３年間の保険料で返済する

財政安定化基金借入金・償還金



「給付と負担の連動」
その市町村の介護サー
ビス利用が増える

⇒高齢者全員の介護保
険料が比例して上がる

介護充実 保険料
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65歳以上の
保険料
負担分 国庫

負担分
２０＋５％

６５歳以上の保険料負担が限界！

介護保険は財源的・制度的限界にきている

第２号保険料

２７％

第１号保険料

２３％

４０歳～６４歳
の

介護保険料
負担分
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④地域運動を
進めるにあたって



介護保険料引下げ要求の地域運動

①わが自治体の介護保険を知ること

第８期介護保険事業計画（特に介護保
険料算出根拠）

今後の推計・見通し

②当面下げるために必要なことの要求化

③本質的な改善は、国庫負担増

50



全国市町村の介護保険は「黒字」

51

年度 事業計画の
期

準備基金残高合計 基金保有保
険者数

２００２年度 第１期末 １９４４億円 ２０８９
２００５年度 第２期末 １６６３億円 １４０１
２００８年度 第３期末 ４０５０億円 １５３４
２０１１年度 第４期末 ２８４８億円 １４５２
２０１４年度 第５期末 ３０２４億円 １４２８
２０１７年度 第６期末 ５７８６億円 １４６７
２０１８年度 ６９４７億円 １４８２

介護給付費準備基金の状況

厚生労働省「介護保険事業状況報告」から作成



「赤字」で都道府県から借金する市町村は減少

52

年度 期 貸付を受けた保険者
数

貸付額（単位：百万円）

２００２年度 第１期末 ７３５ ４０,３７０
２００５年度 第２期末 ４２３ ３９,１８３
２００８年度 第３期末 ５７ ２,２００
２０１１年度 第４期末 １３８ ９,８１４
２０１４年度 第５期末 １２５ ７,５６９
２０１７年度 第６期末 ２３ ５５１
２０１８年度 ４ ７２
２０１９年度 ５ ６７

厚生労働省「介護保険事業状況報告」から作成



大阪市の第８期介護保険事業計画

53
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大阪市の第８期介護保険事業計画
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大阪市の第８期介護保険事業計画
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大阪市の保険料引き上げ
第７期保険料 7,927円 ⇒ 8,094円

（167円上昇 2.1％アップ）

◎減要素 ▲569円（▲7.2％）
①保険料段階の変更等 ▲152円

（7期11段階⇒8期15段階）
②介護給付費準備基金取崩（90億円）▲417円

＜第8期改定案 8,094円＞

◎増要素 ＋736円（＋9.3％）
①介護サービスの給付費等の増

＋685円（＋8.6％）
②介護報酬改定

＋ 51円（＋0.7％）
＜基準月額 8,663円（＋9.3％）＞
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介護保険料算出（大東市の例）
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介護保険料算出（大東市の例）
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介護保険料算出（大東市の例）



第８期では、大東市は基金１６億３５４７万３千円（２０２０年度末残高）のうち

８億４０００万円の取崩し（５１．３％）予定で算出

61

大東市 基準月額
第７期 第８期 増減

６３８０円 ⇒ ６４２０円 ＋４０円 （＋0.63％）

第７期介護保険料算出
当時 基金（２０１７年度末 ７億４５１５万９６０３円）のうち
５億７０１７万７０５２円の取崩し予定 ⇒実際は 8.9万円のみ

期 第６期 第７期
年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020

基金
残高

2億7383
万7542
円

4億7017
万7053
円

7億
4515万
9603円

10億7763
万1959円

13億
4918万
7612円

16億
3547万
3千円

対前
年度
増加
額

8541万
9828円

1億
9633万
9511円

2億
7498万
2550円

3億
3247万
2356円

2億
7155万
5653円

2億
8628万
5388円



大東市の準備基金残高全額取崩せば大幅引下げが可能
大東市の算出 と 全額基金取崩しの場合の比較

62

項目 大東市の算出
基金全額取崩した場合
の算出

第１号被保険者負担分相当額 7,565,980,514 7,565,980,514
調整交付金相当額見込額差額 335,703,104 335,703,104

調整後の負担分相当額 ① 7,901,683,618 7,901,683,618

準備基金取崩額 ② 840,000,000 1,635,473,000
①ー②
保険料必要収納額

7,061,683,618 6,266,210,618

保険料収納率 ③ 97.65% 97.65%
②×③
保険料賦課総額 ④

7,231,626,849 6,417,010,361

補正後被保険者数 ⑤ 93,871 93,871 
④÷⑤
年額保険料基準額 ⑥ 77,038 68,360
⑥÷１２月
月額保険料基準額 6,420 5,697

年8,678円、 月723円の引き下げが可能



大東市方式 「卒業」「認定させない」で給付削減

要支援のホームヘルプサービス利用者

２０１６年３月 ２０２０年３月

６２５人 （現行相当型）１９人
生活サポートや「緩和型サービス」を合わせても３８５人と４年間で３８．４％も
減少

要支援のデイサービス利用者

２０１６年３月 ２０２０年３月

５２２人 （現行相当型）５２人
「緩和型サービス」８４人、「短期集中自立支援型サービス」月平均２９人と合わせても
１６５人と６８．４％も減少

63

要支援１，２の認定者数
２０１６年３月 ２０２０年１０月
２１８５人 １５９４人 ２７．０％減少
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８期 ７期 増減率
準備基金の残高
（見込）

第8期準備基金取
崩額

基金取崩
割合

大阪市 8,094 7,927 2.1% 8,970,861,000 8,970,861,000 100.0%
堺市 6,790 6,623 2.5% 3,446,652,766 3,446,652,766 100.0%

岸和田市 6,375 6,183 3.1% 1,398,000,000 1,100,000,000 78.7%
豊中市 6,367 6,208 2.6% 2,793,000,000 2,433,000,000 87.1%
池田市 5,960 5,950 0.2% 988,856,034 797,000,000 80.6%
吹田市 5,980 5,900 1.4% 2,800,000,000 2,000,000,000 71.4%
泉大津市 5,876 5,700 3.1% 380,000,000 200,000,000 52.6%
高槻市 5,600 5,083 10.2% 1,724,328,000 1,724,328,000 100.0%
貝塚市 6,169 6,169 0.0% 621,590,855 397,000,000 63.9%
枚方市 5,902 5,610 5.2% 2,450,284,887 2,450,248,887 100.0%
茨木市 5,990 5,300 13.0% 600,000,000 600,000,000 100.0%
八尾市 6,556 6,092 7.6% 1,146,835,808 900,000,000 78.5%
泉佐野市 6,650 6,500 2.3% 701,472,758 700,000,000 99.8%
富田林市 6,730 6,715 0.2% 613,676,000 523,000,000 85.2%
寝屋川市 6,390 6,210 2.9% 1,532,702,318 800,000,000 52.2%
河内長野市 5,840 5,800 0.7% 1,027,940,040 1,027,940,040 100.0%
松原市 6,550 6,040 8.4% 772,907,486 550,000,000 71.2%
大東市 6,420 6,380 0.6% 1,600,000,000 840,000,000 52.5%
和泉市 6,159 5,743 7.2% 597,461,000 597,461,000 100.0%
箕面市 5,400 5,700 -5.3% 1,059,540,000 1,059,540,000 100.0%
柏原市 6,102 6,407 -4.8% 840,577,241 404,600,000 48.1%

大阪府内市町村 介護給付費準備基基金取崩状況 （単位：円）
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８期 ７期 増減率
準備基金の残高
（見込）

第8期準備基金取
崩額

基金取崩
割合

羽曳野市 6,123 6,158 -0.6% 1,022,809,567 500,000,000 48.9%
摂津市 6,280 5,790 8.5% 600,000,000 600,000,000 100.0%
高石市 6,137 6,333 -3.1% 626,337,245 300,000,000 47.9%
藤井寺市 6,000 6,200 -3.2% 713,700,058 713,700,000 100.0%
東大阪市 7,029 6,594 6.6% 2,040,000,000 1,800,000,000 88.2%
泉南市 6,250 6,070 3.0% 541,900,408 541,900,408 100.0%
交野市 5,360 5,360 0.0% 763,773,548 433,500,000 56.8%

大阪狭山市 6,190 6,211 -0.3% 674,196,150 674,196,150 100.0%
阪南市 6,200 5,900 5.1% 240,000,000 225,900,000 94.1%
島本町 5,900 5,450 8.3% 277,125,364 229,000,000 82.6%
豊能町 5,550 5,412 2.5% 636,251,024 12,300,000 1.9%
能勢町 5,938 5,938 0.0% 123,257,682 96,100,000 78.0%
忠岡町 6,410 6,557 -2.2% 56,472,850 56,472,850 100.0%
熊取町 6,321 6,057 4.4% 340,000,000 300,000,000 88.2%
田尻町 6,750 6,750 0.0% 39,358,673 39,358,673 100.0%
岬町 6,000 6,000 0.0% 173,400,000 173,400,000 100.0%
太子町 6,480 6,150 5.4% 100,000,000 50,000,000 50.0%
河南町 6,070 5,795 4.7% 47,220,896 47,220,896 100.0%

千早赤阪村 4,390 5,811 -24.5% 190,000,000 60,000,000 31.6%
くすのき連合 6,748 6,748 0.0% 1,693,545,802 1,400,000,000 82.7%
加重平均 6,826 6,636 2.9% 46,966,035,460 39,774,680,670 84.7%

大阪府福祉部高齢介護室介護支援課 公開資料から作成



基金を残すことについての市町村の「説明」

〇介護保険事業計画に「基金残高」について記載してお
らず、一切説明のない自治体が多数

〇基金残高を残して保険料を改定することについて質問
されると

①「基金をどれだけ残すかの基準がないから残しても問
題はない」

②「将来の大幅な給付増に備えるために基金を残してお
く」

③「国の急な介護報酬改定による給付増に備えるために
基金を保有しておきたい」

④「保険料不足の際に財政安定化基金から借りると次の
保険料で返さなければならないので基金を保有しておき
たい」 66



介護給付費準備基金の性格
「市町村は、介護保険に係る歳入及び歳出について特別会計を設けること

となっている。介護保険は、３年間の計画期間ごとにその期間を通じて同一の
保険料を、介護サービスの見込量に見合って設定するという中期財政運営方
式を採用しており、介護給付費が総じて増加傾向にあることから、計画期間
の初年度は一定程度の剰余金が生ずることが想定されていて、この剰余金を
管理するために市町村は介護給付費準備基金（以下「準備基金」という。）を
設けることができるとされている。

そして、介護給付費が見込みを下回るなどの場合は剰余金を準備基金に積
み立て、介護給付費が見込みを上回るなどの場合は、前年度以前に積み立
てられた準備基金から必要額を取り崩し、計画期間の最終年度において残高
がある場合には、次期保険料を見込むに当たり準備基金を取り崩すことが基
本的な考え方となっている。」

（国会及び内閣に対する報告（随時報告）|会計検査院法第３０条の２の規定
に基づく報告書 平成２０年５月）

67

介護保険料の余りを積み立てる「基金」（介護給付費準備基金）は、永続的なものでな
く、３年間の計画期間における剰余金を管理するためのものであり、最終年度の残額
は次期保険料を見込むに当たり取り崩すことを「基本的な考え方」としている。



基金取崩しの考え方
・当該基金は、３年間の中期財政運営を行うことから生じる剰余
金を適切に管理するために設けられているものであること、

・介護保険制度においては、計画期間内に給付に必要となる保
険料については各計画期間内における保険料で賄うことを原則
とし、保険料が不足する場合には財政安定化基金から貸付等を
受けることができること、

・被保険者は死亡、転居等により保険料を納めた保険者の被保
険者ではなくなる場合があること

等から、本来は当該基金が造成された期における被保険者に
還元されるべきものであり、基本的には次期計画期間において
歳入として繰り入れるべきものである。
（平成２０年１２月２５日厚生労働省老健局介護保険課資料）
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基金残高発生＝保険料が高すぎた
３年間で過不足のない保険料設定が原則

介護保険法では、市町村に介護保険事業に要する費用に充て
るために保険料を徴収することを義務付け（法第１２９条第１項）

市町村が定める保険料は「おおむね三年を通じ財政の均衡を保
つことができるものでなければならない」（介護保険法第１２９条
第３項）とされている。

69

「財政の均衡」＝歳入・歳出が３年間で均衡するという原則
介護保険料が３年間で「余る」という事態

⇒保険料設定が高すぎたということ

〇結果的に３年間とり過ぎた保険料は、その期の被保険者に還
元（返還）すべき性格

〇技術的に困難であるので、次の３年間の歳入に回してその分
の介護保険料を引き下げる⇒基金の取崩しによる次期保険料
抑制



この「説明」どこがおかしい？
②「将来の大幅な給付増に備えるために基金を残し
ておく」

③「国の急な介護報酬改定による給付増に備えるた
めに基金を保有しておきたい」

④「保険料不足の際に財政安定化基金から借りると
次の保険料で返さなければならないので基金を保有
しておきたい」 70

「およそ保険料が介護保険事業に要する費用に充てるため
に徴収されるもの（法第１２９条第１項）である以上、当該積
立金の一部でも歳入として繰り入れることなく保険料率を
改定する場合は、その金額と必要性を明らかにして被保険
者の理解を得るべき」
（平成２１年度大阪市介護保険料賦課決定に対する不服審査請求の裁決）
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第８期
（2021
～23年
度）

準備基
金取崩
割合
（②／
①）

準備基金未取崩
額③（①－②）

被保険者数
（2021年１
月末）④：
人

被保険者
一人あた
り基金額
⑤（③／
④）

保険料引
下げ可能
額（月
額）⑤／
３６月

引下げ後
の第８期
保険料
（第８期
保険料－
⑤）

大阪市 8,094 100.0% 0 686,871 0 0 8,094
堺市 6,790 100.0% 0 234,548 0 0 6,790

岸和田市 6,375 78.7% 298,000,000 53,480 5,572 155 6,220
豊中市 6,367 87.1% 360,000,000 105,260 3,420 95 6,272
池田市 5,960 80.6% 191,856,034 28,066 6,836 190 5,770
吹田市 5,980 71.4% 800,000,000 89,870 8,902 247 5,733
泉大津市 5,876 52.6% 180,000,000 19,100 9,424 262 5,614
高槻市 5,600 100.0% 0 102,889 0 0 5,600
貝塚市 6,169 63.9% 224,590,855 22,707 9,891 275 5,894
枚方市 5,902 100.0% 36,000 113,265 0 0 5,902
茨木市 5,990 100.0% 0 68,576 0 0 5,990
八尾市 6,556 78.5% 246,835,808 74,939 3,294 91 6,465
泉佐野市 6,650 99.8% 1,472,758 25,951 57 2 6,648
富田林市 6,730 85.2% 90,676,000 33,488 2,708 75 6,655
寝屋川市 6,390 52.2% 732,702,318 68,927 10,630 295 6,095
河内長野市 5,840 100.0% 0 36,221 0 0 5,840
松原市 6,550 71.2% 222,907,486 35,677 6,248 174 6,376
大東市 6,420 52.5% 760,000,000 32,640 23,284 647 5,773



72

第８期
（2021
～23年
度）

準備基
金取崩
割合
（②／
①）

準備基金未取崩
額③（①－②）

被保険者数
（2021年１
月末）④：
人

被保険者
一人あた
り基金額
⑤（③／
④）

保険料引
下げ可能
額（月
額）⑤／
３６月

引下げ後
の第８期
保険料
（第８期
保険料－
⑤）

和泉市 6,159 100.0% 0 46,569 0 0 6,159
箕面市 5,400 100.0% 0 35,041 0 0 5,400
柏原市 6,102 48.1% 435,977,241 20,251 21,529 598 5,504
羽曳野市 6,123 48.9% 522,809,567 32,788 15,945 443 5,680
摂津市 6,280 100.0% 0 22,304 0 0 6,280
高石市 6,137 47.9% 326,337,245 15,868 20,566 571 5,566
藤井寺市 6,000 100.0% 58 18,293 0 0 6,000
東大阪市 7,029 88.2% 240,000,000 137,079 1,751 49 6,980
泉南市 6,250 100.0% 0 17,616 0 0 6,250
交野市 5,360 56.8% 330,273,548 21,861 15,108 420 4,940

大阪狭山市 6,190 100.0% 0 16,297 0 0 6,190
阪南市 6,200 94.1% 14,100,000 17,471 807 22 6,178
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第８期
（2021
～23年
度）

準備基
金取崩
割合
（②／
①）

準備基金未取崩
額③（①－②）

被保険者数
（2021年１
月末）④：
人

被保険者
一人あた
り基金額
⑤（③／
④）

保険料引
下げ可能
額（月
額）⑤／
３６月

引下げ後
の第８期
保険料
（第８期
保険料－
⑤）

島本町 5,900 82.6% 48,125,364 8,829 5,451 151 5,749
豊能町 5,550 1.9% 623,951,024 8,910 70,028 1,945 3,605
能勢町 5,938 78.0% 27,157,682 3,964 6,851 190 5,748
忠岡町 6,410 100.0% 0 4,784 0 0 6,410
熊取町 6,321 88.2% 40,000,000 12,428 3,219 89 6,232
田尻町 6,750 100.0% 0 2,002 0 0 6,750
岬町 6,000 100.0% 0 5,978 0 0 6,000
太子町 6,480 50.0% 50,000,000 3,923 12,745 354 6,126
河南町 6,070 100.0% 0 4,891 0 0 6,070

千早赤阪村 4,390 31.6% 130,000,000 2,304 56,424 1,567 2,823
くすのき広
域連合

6,748 82.7% 293,545,802 91,631 3,204 89 6,659

加重平均 6,826 84.7% 7,191,354,790 2,383,557 3,017 84 6,742



長期的推計大阪府福祉部高齢介護室介護支援課 公開資料

74

大阪市

堺市
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大東市

柏原市

長期的推計大阪府福祉部高齢介護室介護支援課 公開資料
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豊能町

千早赤阪村

長期的推計大阪府福祉部高齢介護室介護支援課 公開資料
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介護保険料引下げを求める運動の必要性

〇2025年度（第9期）には大幅な引上げ見込

〇2040年度には現在の1.2倍～1.7倍

9000円～1万円台に

〇現在（第8期）は、制度開始時（第1期）から約2倍の保険料

これまでの「軽減策」の経過
〇生活困窮者減免 保険者独自制度下 大阪では9割の自治
体が制度化。運動の成果 ⇒活用がわずかの自治体も多い

〇国制度による低所得者層（非課税世帯、とくに年金80万円以
下）には一定の軽減策がとられた

2006年度（第3期） 2段階の引き下げ

2段階 基準額×0.75 ⇒ 基準額×0.5
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公費投入による介護保険料軽減

79

町村民税非課税世帯全体を対象として実施（６５歳
以上の約３割）
保険料基準額に対する割合 対象人口（2015年推計）

第1段階 ０．４５ ⇒ ０．３ 650万人
第2段階 ０．７５ ⇒ ０．５ 240万人
第3段階 ０．７５ ⇒ ０．７ 240万人
実施時所要見込額 約１４００億円（公費ベース※）

※公費負担割合国1/2、都道府県1/4 市町村1/4



80



一般財源繰り入れは法的に可能

１介護保険法令上は、法定分を超える一般財源から
の繰り入れを禁じる規定や、制裁措置はいっさい
ない

２ 厚生労働省の「指導」なるものも、「保険料減免」
にともなう一般財源投入について述べたもの「単
独減免３原則」なるものも、介護保険法令上の規
定はどこにもなく、単なる「会議資料」「事務連絡」
にすぎないもの

３ 厚生労働省が、一般財源投入の「問題点」として
上げているものは、「国民の理解が得られにくい」「
いったん一般財源を投入するとやめられなくなる」
などと、およそ理由にならないもの



一般財源繰り入れ 法的位置づけ

介護保険法１２４条の２（2014年改定で新設）第１項

（市町村の特別会計への繰り入れ等）

市町村は、政令で定めるところにより、一般会計か
ら、所得の少ない者について条例の定めるところ
により行う保険料の減額賦課に基づき第１号被保
険者に係る保険料につき減額した額の総額を基
礎として政令で定めるところにより算定した額を介
護保険に関する特別会計に繰り入れなければな
らない。



「介護保険制度の実施状況に関する会計検査の結果について」
平成2 8 年3 月会計検査院

183保険者のうち、一般会計から法

定負担割合を超えて介護保険事業特
別会計に繰入れを行っていた保険者
が、第4期では5保険者（繰入額計4億
7579万余円）、第5期では10保険者（
同計10億3189万余円）、計11保険者（
同合計15億0768万余円）見受けられ
た。

一般会計繰入れ 会計検査でも続々



「介護保険制度の実施状況に関する会計検査の結果について」平成2 8 年3 月会計検査院



保険料に関する要求案
①高齢者の負担能力を超えている介護保険料につい
て抑制すること。国に財政負担を求めつつ、一般財源
からの繰り入れにより基準額を引き下げること

（※介護給付費準備備金がある場合は、第8期保険料
抑制のためにその全額を繰り入れること）

②介護保険料の所得段階別設定について、非課税世
帯（国基準第1～第3段階）については、公費投入により
さらに引き下げること。

③課税層については、所得基準をさらに細分化すると
ともに、高額所得者については最高段階を引上げるこ
と。

④低所得者に対する介護保険料減免制度を拡充する
こと。 85



利用者負担に関する要求

①在宅サービスの利用者負担について独自に軽減制度を作る
こと

（※独自軽減措置がある場合は対象・軽減額の拡充要求）

②介護保険施設入所者・ショートステイ利用者の部屋代・食事
代の負担が増えないよう独自の軽減措置を制度化すること。

※国は2021年8月から補足給付（非課税世帯の人の食事・部屋
代軽減）の改悪を予定

③グループホーム（認知症対応型共同生活介護）、特定施設入
居者生活介護（介護付き有料老人ホーム）、小規模多機能型居
宅介護の利用者についても部屋代・食事代を軽減する制度を
つくること

④区分支給限度基準額について、一人暮らしの認知症の方な
ど、一定の要件に該当する方については、独自に上乗せを行
い在宅生活を支えること

86



介護従事者処遇改善に関する要求

①介護従事者の確保・定着を促進するため独
自の処遇改善策を制度化すること

例）家賃補助、資格取得費用補助、独自の給
与補助、養成校奨学金返済補助等

②介護事業所の職員採用をバックアップする事
業を制度化すること

87



新型コロナ対策に関する要求
①新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、経営困難
となった介護事業者に対してその実態を把握し、関係
者の声を聴いたうえできめ細かい救済策を講じること

②感染防止に必要な消毒液、防護具、設備について確
保できるための支援を行うとともに、介護事業所、従事
者に対する相談支援の窓口設置など体制を整備するこ
と

③介護施設等でのクラスター発生を防止策を強化する
とともに、発生した場合の入院先の確保、支援体制な
ど万全の措置をこうじること。

④「自粛」や閉じこもりにより生活後退や状態悪化が生
じている高齢者に対し、迅速な実態把握と支援を行う
体制を構築すること 88



新型コロナウイルス感染症の影響による介護保険料の減免

※大阪市の場合

減免の対象となる方と減免額

次の1または2のいずれかに該当する第1号被保険者

1．新型コロナウイルス感染症の影響により、その属する世帯の主たる生計
維持者が死亡し、又は重篤な傷病を負った第1号被保険者 ※重篤な傷病とは、1か

月以上の治療を有すると認められる場合

⇒保険料を全額免除

2．新型コロナウイルス感染症の影響により、その属する世帯の主たる生計維持者の
令和3年中の事業収入等（事業収入、不動産収入、山林収入又は給与収入）のいず
れかが、令和2年中の収入に比べて10分の3以上減少することが見込まれる場合。た
だし、減少することが見込まれる事業収入等以外の令和2年中の所得の合計額が400
万円以下であること。

⇒減免額の算定方法

保険料減免額 ＝対象保険料額 × 減額又は免除の割合【表2】

【表1】で算出した対象保険料額に【表2】の令和2年中の合計所得金額の区分に応じた
減額又は免除の割合を乗じて得た額（（A×B／C）×（d））

減免の対象となる保険料額

令和3年4月1日から令和4年3月31日までの間に納期限がある保険料が対象 89
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【表1】

対象保険料額 ＝ A×B／C

A：当該第1号被保険者の保険料額
B：当該第1号被保険者の属する世帯の主たる生計維持者の減少することが見込ま
れる事業収入等に係る令和2年中の所得金額
（減少することが見込まれる事業収入等が2以上ある場合はその合計額）

C：当該第1号被保険者の属する世帯の主たる生計維持者の令和2年中の合計所得
金額

令和2年中の合計所得金額 減額又は免除の割合（d）

210万円以下であるとき 全部

210万円を超えるとき 10分の8

【表2】
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闘いなくして老後の安心なし


